
相模原都市計画地区計画の決定（ 相模原市決定）  

 

都市計画リ ニア駅周辺地区地区計画を次のよ う に決定する 。  

  

名     称 リ ニア駅周辺地区地区計画 

位     置 相模原市緑区橋本一丁目、 橋本二丁目、 橋本三丁目及び橋本六丁目地内 

面     積 約１ ５ ． １ ha 

地区計画の目標 本地区は、 Ｊ Ｒ 横浜線、 Ｊ Ｒ 相模線及び京王相模原線の鉄道３ 路線が乗り 入れる

橋本駅の南側に位置し ており 、 県立相原高校跡地を中心に土地区画整理事業が行わ

れている 。 ま た、 第３ 次国土形成計画（ 全国計画） における 「 新時代に地域力をつ

なぐ 国土」 の形成に向けた「 シームレ ス な拠点連結型国土」 の構築を支える リ ニア

中央新幹線の中間駅である 神奈川県駅（ 仮称） の設置によ り 、 ビジネス や観光等の

人流の一層の促進が期待さ れる 地区である 。  

本地区の周辺では、 橋本駅の北側を 中心に生活利便性の高い暮ら し の拠点が形成

さ れている ほか、 内陸工業都市と し て発展し てき たこ と から 産業集積があり 、 神奈

川県央地域と し て「 さ がみロ ボッ ト 産業特区」 の指定を受けている こ と など から 、

首都圏の成長を牽引する 産業交流拠点と し ての発展が期待さ れている 。  

ま た、 鉄道３ 路線に加え、 圏央道相模原イ ンタ ーチェ ンジに近接し 、 国道１ ６

号、 国道１ ２ ９ 号、 国道４ １ ３ 号、 津久井広域道路など の幹線道路が集中し ている

交通結節点であり 、 神奈川の「 北のゲート 」 と し て、 広域的な物流ネッ ト ワ ーク や

観光ルート の形成など 、 交通の要衝と し ての機能の強化が求めら れている 。  

さ ら に、 都市再生特別措置法に基づく 都市再生緊急整備地域の地域整備方針にお

いては、 広域交通基盤の強化によ る ポテンシャ ルを最大限に生かすこ と や首都圏南

西部の持続的な成長の源泉と なる 広域交流拠点を形成する こ と が示さ れている 。 ま

た、 相模原市都市計画マス タ ープラ ンにおいては、 首都圏南西部における 中心的な

地区と し て周辺都市から の求心性を高める 都市づく り を進める と と も に、 橋本駅の

南北間、 隣接する 商業地や公共施設と の回遊性の向上と 活性化を図る ため、 駅周辺

における 安全で快適な歩行空間の整備を図る など 、 橋本駅周辺の一体的な都市づく

り の推進を掲げている 。  

こ れら の位置付けと 「 相模原市リ ニア駅周辺ま ちづく り ガイ ド ラ イ ン」 における

ま ちづく り の誘導方針を踏ま え、 本地区計画では、 リ ニア中央新幹線の開業によ る

三大都市圏を結ぶ日本中央回廊の形成の一翼を担う 地区と し てふさ わし い「 産業の

活力と 賑わいがあふれる 交流拠点」 を目指し 、 商業・ 業務機能を中心と し た多様な

都市機能の集積、 居心地が良く 歩き たく なる 魅力ある 都市空間の創出及び防災機能

を備え、 地域エネルギーマネジメ ント 等によ る 環境に配慮し たま ちづく り を推進す

る と と も に、 国内外から 人やロ ボッ ト ・ 航空宇宙など の次世代技術が集ま る 先端技

術の拠点の形成を図る こ と を目標と する 。  
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土地利用

の方針 

駅や交通広場と いった交通結節機能と 周辺街区を一体的に捉え、 相互に調整を図り

ながら 機能配置や空間整備を行う 「 駅ま ち一体のま ちづく り 」 を推進する と と も に、

一体感のある 空間形成に配慮し 、 安全・ 安心で快適な歩行者空間を創出する 。 ま た、

交通広場やメ イ ンス ト リ ート の沿道には、 人々が集い、 賑わう 施設を 誘導する と と も

に、 心地よ く 過ごすこ と のでき る 回遊・ 滞留空間の創出を図る 。  

次の４ 地区については、 拠点商業地と し て土地の高度利用を図り 、 特色のある 都市

機能の誘導と 相互連携の強化を促進する ため、 土地利用について（ １ ） から （ ４ ） ま

でのと おり 方針を定める 。  

（ １ ） 駅ま ち一体牽引地区（ Ａ 地区） は、 交通結節機能の強化に向けた京王線駅舎の

移設を含め、 ま ちの顔と し て賑わいを形成し 、 交通結節機能や業務機能、 商業機

能などが複合し た土地利用を図る と と も に、 駅を 起点と し たま ちの利便性の向上

を図る 。 ま た、 Ｊ Ｒ 橋本駅及び京王橋本駅の改札口と 南北の市街地を直線的に結

ぶ自由通路（ 以下「 自由通路」 と いう 。） を設置する と と も に、 駅と 道路、 敷地

が一体と なった垂直移動や滞留し やすい回遊の起点と なる 空間を形成する こ と に

よ り 、 歩行者の回遊性を高め、 乗換利便性の向上によ る 交通結節機能の強化を図

る 。  

（ ２ ） 複合都市機能地区（ Ｂ 地区） は、 研究開発等の業務機能や商業機能、 生活支

援・ ま ちづく り 拠点機能、 都市型居住機能などの多世代の活動を支える 複合的な

土地利用を図る 。  

（ ３ ） 広域交流地区（ Ｃ 地区） は、 観光、 物産、 産業等に関する 交流・ 発信機能や交

通広場と 連携し た交通結節機能など の土地利用を 図る 。  

（ ４ ） も のづく り 産業交流地区（ Ｄ －１ 及びＤ －２ 地区） は、 ロ ボッ ト ・ 航空宇宙な

ど の次世代技術が集ま る 先端技術の拠点を形成し 、 も のづく り 産業の更なる 発展

や新たな技術創造を牽引する ため、 研究開発等の業務機能や交流・ 発信機能など

の土地利用を図る 。  

ま た、 核周辺地区（ Ｅ －１ 及びＥ －２ 地区） については、 幹線道路から 駅前への導

入部と し て、 駅周辺の商業地と の連続性に配慮し た土地利用を 図る 。  

地区施設

の整備の

方針 

土地区画整理事業によ り 整備さ れた道路、 公園の維持・ 保全を図る 。  

安全・ 安心で快適な歩行者空間の創出を図る ため歩行者通路を配置する 。 ま た、 回

遊の起点と なる 滞留空間の創出を図る ため広場状空地を配置する 。  

建築物等

の整備の

方針 

建築物等の整備に当たっては、 賑わいのあふれる 一体感のある 街並みと する ため、

周辺環境へ配慮する と と も に、 ま ちの玄関口にふさ わし い都市景観を 形成する 。 ま

た、 居心地が良く 歩き たく なる ま ちなかを形成する ため、 交通広場やメ イ ンス ト リ ー

ト の沿道には人々が集い、 賑わう 施設を誘導する 。  

誰も が使いやすいデザイ ンを目指すユニバーサルデザイ ンの理念に基づいた整備を

図る と と も に、 防災機能の確保、 地域エネルギーマネジメ ント 等によ る 環境負荷の低

減や脱炭素化の推進、 地域資源の積極的な活用等に努める 。  

自由通路の上空及び下部空間を有効活用し 、 建築物等の整備を一体的に行う ため、

自由通路整備事業の進捗に合わせて、 立体道路制度等を活用する 。  

緑化の方

針 

旧県立高校の緑豊かな空間のイ メ ージを受け継いだ、 潤いややすら ぎのある 魅力的

な都市空間を形成する ため、 歩行者空間を中心に都市景観に配慮し た緑化空間の創出

を図る と と も に、 周辺の住宅地等に配慮し た緑化に努める 。  
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種  類 名  称 幅  員 延  長 面  積 備  考 

道  路 

道路１ 号 １ １ ． ７ ｍ 約 ２ ０ ｍ ―  

道路２ 号  ６ ． ０ ｍ 約１ ８ ０ ｍ ―  

道路３ 号 １ ３ ． ７ ｍ 約 ２ ０ ｍ ―  

道路４ 号 
 ９ ． ８ ～ 

１ １ ． ０ ｍ 
約 ６ ０ ｍ ―  

道路５ 号  ７ ． ５ ｍ 約 ３ ０ ｍ ―  

公  園 公  園 ― ― 約１ ， ０ ０ ０ ㎡  

その他の 

公共空地 

歩行者通路  ６ ． ０ ｍ 約１ ７ ０ ｍ ―  

広場状空地 ― ― 約３ ０ ０ ㎡ 
道路３ 号と 接続

する 公共空地 
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地
区
の
区
分 

地区の

名称 

駅ま ち一体牽引地区 複合都市機能地区 

Ａ 地区 Ｂ 地区 

地区の

面積 
約４ ． ０ ha 約３ ． １ ha 

建築物等の

用途の制限 

１  次の各号に掲げる 建築物は、 建

築し てはなら ない。  

（ １ ） 住宅 

（ ２ ） ３ 階以下の階を共同住宅、 寄

宿舎又は下宿の用途に供する も

の（ こ れら の用途のための入口

ホール、 階段、 建築設備諸室、

自動車車庫、 自転車置場、 物

置、 管理人室その他こ れら に類

する も のを除く 。）  

（ ３ ） ボーリ ング場、 ス ケート 場、

水泳場、 ス キー場、 ゴルフ 練習

場又はバッ ティ ング練習場（ こ

れら の用途以外の用途に供する

部分を有する も のを除く 。）  

（ ４ ） カラ オケボッ ク ス その他こ れ

に類する も の（ こ れら の用途以

外の用途に供する 部分を有する

も のを除く 。）  

（ ５ ） マージャ ン屋、 ぱちんこ 屋、

射的場、 勝馬投票券発売所、 場

外車券売場その他こ れら に類す

る も の（ こ れら の用途以外の用

途に供する 部分を有する 建築物

にあっては、 風俗営業等の規制

及び業務の適正化等に関する 法

律( 昭和２ ３ 年法律第１ ２ ２ 号)

第２ 条第１ 項第５ 号に規定する

営業に使用する 施設のう ちゲー

ムセンタ ー及びｅ ス ポーツ 施設

（ 以下「 ゲームセンタ ー及びｅ

ス ポーツ 施設」 と いう 。） を除

く 。）  

（ ６ ） ナイ ト ク ラ ブその他こ れに類す

る 建築基準法施行令（ 昭和２ ５

年政令 第３ ３ ８ 号。 以下「 政

令」 と いう 。） 第１ ３ ０ 条の７ の

３ に規定する も の（ こ れら の用

途以外の用途に供する 部分を 有

する も のを除く 。）  

１  次の各号に掲げる 建築物は、 建

築し てはなら ない。  

（ １ ） 住宅 

（ ２ ） ３ 階を共同住宅、 寄宿舎若し

く は下宿の用途に供する も の

（ 交通広場の境界線から の水平

距離が５ ０ ｍ以内の区域に限

る 。） 又は２ 階以下の階を 共同住

宅、 寄宿舎若し く は下宿の用途

に供する も の（ こ れら の用途の

ための入口ホール、 階段、 建築

設備諸室、 自動車車庫、 自転車

置場、 物置、 管理人室その他こ

れら に類する も のを除く 。）  

（ ３ ） ボーリ ング場、 ス ケート 場、

水泳場、 ス キー場、 ゴルフ 練習

場又はバッ ティ ング練習場（ こ

れら の用途以外の用途に供する

部分を有する も のを除く 。）  

（ ４ ） カラ オケボッ ク ス その他こ れ

に類する も の（ こ れら の用途以

外の用途に供する 部分を有する

も のを除く 。）  

（ ５ ） マージャ ン屋、 ぱちんこ 屋、

射的場、 勝馬投票券発売所、 場

外車券売場その他こ れら に類す

る も の（ こ れら の用途以外の用

途に供する 部分を有する 建築物

にあっては、 ゲームセンタ ー及

びｅ ス ポーツ 施設を除く 。）  

（ ６ ） ナイ ト ク ラ ブその他こ れに類

する 政令第１ ３ ０ 条の７ の３ に

規定する も の（ こ れら の用途以

外の用途に供する 部分を有する

も のを除く 。）  

（ ７ ） キャ バレ ー、 料理店その他こ

れら に類する も の 

（ ８ ） 個室付浴場業に係る 公衆浴場そ

の他こ れに類する 政令第１ ３ ０

条の９ の５ に規定する も の 
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（ ７ ） キャ バレ ー、 料理店その他こ れ

ら に類する も の 

（ ８ ） 個室付浴場業に係る 公衆浴場そ

の他こ れに類する 政令第１ ３ ０

条の９ の５ に規定する も の 

（ ９ ） 学校（ 幼保連携型認定こ ど も

園、 大学、 高等専門学校、 専修

学校を除く 。）  

（ 10） 神社、 寺院、 教会その他こ れら

に類する も の 

（ 11） 自動車教習所 

（ 12） 倉庫業を営む倉庫 

（ 13） 畜舎（ ペッ ト ショ ッ プ、 動物カ

フェ 、 動物病院その他こ れら に

類する も のに附属する も のを除

く 。）  

（ 14） 工場（ 自動車修理工場以外のも

ので、 店舗、 飲食店その他こ れ

ら に類する も のに附属する も の

を除く 。）  

（ 15） 危険物の貯蔵又は処理に供する

も の（ 自己の使用のための貯蔵

施設その他こ れに類する も のを

除く 。）  

（ 16） 集会場（ 葬儀を 行う こ と を主た

る 目的と する も のに限る 。）  

 

２  建築物の１ 階で都市計画道路３ ・

１ ・ ３ 号橋本駅南口駅前通り 線に

設ける 交通広場（ 以下「 交通広

場」 と いう 。） に面する 部分は、 店

舗、 飲食店その他こ れら に類する

用途以外の用途に供し てはなら な

い。 ただし 、 公益上必要なも の及

びその他の用途のための入口ホー

ル、 階段その他こ れら に類する も

のにあっては、 こ の限り でない。  

（ ９ ） 学校（ 幼保連携型認定こ ど も

園、 大学、 高等専門学校、 専修

学校、 各種学校を除く 。）  

（ 10） 神社、 寺院、 教会その他こ れら

に類する も の 

（ 11） 自動車教習所 

（ 12） 倉庫業を営む倉庫 

（ 13） 畜舎（ ペッ ト ショ ッ プ、 動物カ

フ ェ 、 動物病院その他こ れら に

類する も のに附属する も のを 除

く 。）  

（ 14） 工場（ 自動車修理工場以外のも

ので、 店舗、 飲食店その他こ れ

ら に類する も のに附属する も の

を除く 。）  

（ 15） 危険物の貯蔵又は処理に供する

も の（ 自己の使用のた めの貯蔵

施設その他こ れに類する も のを

除く 。）  

（ 16） 集会場（ 葬儀を 行う こ と を 主た

る 目的と する も のに限る 。）  

 

２  建築物の１ 階で交通広場に面する

部分は、 店舗、 飲食店その他こ れ

ら に類する 用途以外の用途に供し

てはなら な い。 た だし 、 公益上必

要な も の及びその他の用途のため

の入口ホ ール、 階段その他こ れら

に類する も のにあ っ て は、 こ の限

り でない。  
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地
区
の
区
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地区の

名称 

広域交流地区 も のづく り 産業交流地区 

Ｃ 地区 Ｄ －１ 地区 Ｄ －２ 地区 

地区の

面積 
約２ ． ６ ha 約２ ． ７ ha 約１ ． ４ ha 

建築物等の

用途の制限 

次の各号に掲げる 建築物は、 建築し

てはなら ない。  

（ １ ） 住宅 

（ ２ ） ３ 階以下の階を 共同住宅、 寄宿

舎又は下宿の用途に供する も の

（ こ れら の用途のた めの入口ホ

ール、 階段、 建築設備諸室、 自

動車車庫、 自転車置場、 物置、

管理人室その他こ れら に類する

も のを除く 。）  

（ ３ ） ボーリ ング場、 ス ケート 場、 水

泳場、 ス キ ー場、 ゴ ルフ 練習場

又はバッ ティ ング練習場 

（ ４ ） カラ オケボッ ク ス その他こ れに

類する も の 

（ ５ ） マージャ ン屋、 ぱちんこ 屋、 射

的場、 勝馬投票券発売所、 場外

車券売場その他こ れら に類する

も の 

（ ６ ） ナイ ト ク ラ ブその他こ れに類す

る 政令第１ ３ ０ 条の７ の３ に規

定する も の 

（ ７ ） キャ バレ ー、 料理店その他こ れ

ら に類する も の 

（ ８ ） 個室付浴場業に係る 公衆浴場そ

の他こ れに類する 政令第１ ３ ０

条の９ の５ に規定する も の 

（ ９ ） 学校（ 大学、 高等専門学校、 専

修学校を除く 。）  

（ 10） 神社、 寺院、 教会その他こ れら

に類する も の 

（ 11） 病院又は診療所 

（ 12） 老人ホーム、 保育所、 福祉ホー

ム そ の 他 こ れ ら に 類 す る も の

（ 主と し て 広域交流地区内にあ

る 事業所の従業員の福利厚生の

用に供する 保育所を除く 。）  

次の各号に掲げる 建築物は、 建築し

てはなら ない。  

（ １ ） 住宅 

（ ２ ） ３ 階以下の階を 共同住宅、 寄宿

舎又は下宿の用途に供する も の

（ こ れら の用途のための入口ホー

ル、 階段、 建築設備諸室、 自動車

車庫、 自転車置場、 物置、 管理人

室その他こ れら に類する も のを除

く 。）  

（ ３ ） 店舗、 飲食店その他こ れら に類

する 用途に供する も のでその用途

に供する 部分の床面積の合計が敷

地面積の１ ０ 分の９ を 超える も の 

（ ４ ） ボーリ ン グ場、 ス ケート 場、 水

泳場、 ス キー場、 ゴルフ 練習場又

はバッ ティ ング練習場 

（ ５ ） カラ オケボッ ク ス その他こ れに

類する も の 

（ ６ ） マージャ ン屋、 ぱちんこ 屋、 射

的場、 勝馬投票券発売所、 場外車

券売場その他こ れら に類する も の 

（ ７ ） ナイ ト ク ラ ブその他こ れに類す

る 政令第１ ３ ０ 条の７ の３ に規定

する も の 

（ ８ ） キャ バレ ー、 料理店その他こ れ

ら に類する も の 

（ ９ ） 個室付浴場業に係る 公衆浴場そ

の他こ れに類する 政令第１ ３ ０ 条

の９ の５ に規定する も の 

（ 10） 学校（ 大学、 高等専門学校、 専

修学校を 除く 。）  

（ 11） 神社、 寺院、 教会その他こ れら

に類する も の 

（ 12） 病院又は診療所（ 患者の収容施

設がある も のに限る 。）  



 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の用

途の制限 

（ 13） 老人福祉セン タ ー、 児童厚

生施設その他こ れら に類する

も の（ 児童厚生施設その他こ

れに類する も ので、 同一敷地

内にあ る 事業所の事業内容に

関連し て設ける も のを 除く 。）  

（ 14） 自動車教習所 

（ 15） 倉庫業を営む倉庫 

（ 16） 畜舎 

（ 17） 工場（ 自動車修理工場以外

のも ので、 店舗、 飲食店その

他こ れら に類する も のに附属

する も のを除く 。）  

（ 18） 危険物の貯蔵又は処理に供

する も の（ 自己の使用のため

の貯蔵施設その他こ れに類す

る も のを除く 。）  

（ 19） 集会場（ 葬儀を 行う こ と を

主た る 目的と する も の に 限

る 。）  

（ 13） 老人ホ ーム 、 保育所、 福祉ホ ー

ム その他こ れら に類する も の（ 主

と し ても のづく り 産業交流地区内

にあ る 事業所の従業員の福利厚生

の用に供する 保育所を 除く 。）  

（ 14） 老人福祉セン タ ー、 児童厚生施

設その他こ れら に類する も の（ 児

童厚生施設その他こ れに類する も

ので、 同一敷地内にあ る 事業所の

事業内容に関連し て設ける も のを

除く 。）  

（ 15） 自動車教習所 

（ 16） 倉庫業を営む倉庫 

（ 17） 畜舎 

（ 18） 危険物の貯蔵又は処理に供する

も の（ 自己の使用のための貯蔵施

設そ の 他こ れに 類する も の を 除

く 。）  

（ 19） 集会場（ 葬儀を 行う こ と を 主た

る 目的と する も のに限る 。）  



 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地
区
の
区
分 

地区の

名称 

核周辺地区 

Ｅ －１ 地区 Ｅ －２ 地区 

地区の

面積 
約１ ． ０ ha 約０ ． ３ ha 

建築物等の

用途の制限 

次の各号に掲げる 建築物は、 建築し

てはなら ない。  

（ １ ） １ 階部分を 住宅、 共同住宅、 寄

宿舎又は下宿の用途に供する も の

（ こ れら の用途のための入口ホー

ル、 階段、 建築設備諸室、 自動車

車庫、 自転車置場、 物置、 管理人

室その他こ れら に類する も のを 除

く 。）  

（ ２ ） ボーリ ング場、 ス ケート 場、 水

泳場、 ス キー場、 ゴルフ 練習場又

はバッ ティ ング練習場 

（ ３ ） カ ラ オケボッ ク ス その他こ れに

類する も の 

（ ４ ） マージャ ン 屋、 ぱちんこ 屋、 射

的場、 勝馬投票券発売所、 場外車

券売場その他こ れら に類する も の 

（ ５ ） 学校（ 幼保連携型認定こ ど も

園、 大学、 高等専門学校、 専修学

校を除く 。）  

（ ６ ） 神社、 寺院、 教会その他こ れら

に類する も の 

（ ７ ） 自動車教習所 

（ ８ ） 畜舎 

（ ９ ） 工場（ 自動車修理工場以外のも

ので、 店舗、 飲食店その他こ れら

に類する も のに附属する も のを 除

く 。）  

（ 10） 危険物の貯蔵又は処理に供する

も の（ 自己の使用のための貯蔵施

設そ の他こ れに類する も のを 除

く 。）  

（ 11） 集会場（ 葬儀を 行う こ と を 主た

る 目的と する も のに限る 。）  

次の各号に掲げる 建築物は、 建築し

てはなら ない。  

（ １ ） １ 階部分を 住宅、 共同住宅、 寄

宿舎又は下宿の用途に供する も の

（ こ れら の用途のための入口ホー

ル、 階段、 建築設備諸室、 自動車

車庫、 自転車置場、 物置、 管理人

室その他こ れら に類する も のを 除

く 。）  

（ ２ ） ボーリ ング場、 ス ケート 場、 水

泳場、 ス キー場、 ゴルフ 練習場又

はバッ ティ ング練習場 

（ ３ ） カラ オケボッ ク ス その他こ れに

類する も の 

（ ４ ） マージャ ン 屋、 ぱちんこ 屋、 射

的場、 勝馬投票券発売所、 場外車

券売場その他こ れら に類する も の 

（ ５ ） ナイ ト ク ラ ブその他こ れに類す

る 政令第１ ３ ０ 条の７ の３ に規定

する も の 

（ ６ ） 学校（ 幼保連携型認定こ ど も

園、 大学、 高等専門学校、 専修学

校を除く 。）  

（ ７ ） 神社、 寺院、 教会その他こ れら

に類する も の 

（ ８ ） 自動車教習所 

（ ９ ） 倉庫業を営む倉庫 

（ 10） 畜舎 

（ 11） 工場（ 自動車修理工場以外のも

ので、 店舗、 飲食店その他こ れら

に類する も のに附属する も のを 除

く 。）  

（ 12） 危険物の貯蔵又は処理に供する

も の（ 自己の使用のための貯蔵施

設そ の他こ れに類する も のを 除

く 。）  

（ 13） 集会場（ 葬儀を 行う こ と を 主た

る 目的と する も のに限る 。）  



 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

名称 

駅ま ち一体 

牽引地区 

複合都市 

機能地区 
広域交流地区 

も のづく り 産業

交流地区 
核周辺地区 

Ａ 地区 Ｂ 地区 Ｃ 地区 
Ｄ －１  

地区 

Ｄ －２  

地区 

Ｅ －１

地区 

Ｅ －２

地区 

建築物

の容積

率の最

低限度 

１ ０ 分の２ ０  １ ０ 分の２ ４  １ ０ 分の２ ４ 。

ただし 、 共同住

宅、 寄宿舎又は

下宿の用途に供

する 部分を含む

建築物の当該用

途以外の用途に

供する 部分の容

積率の最低限度

は１ ０ 分の３ ０

と する 。  

１ ０ 分の２ ０ 。

ただし 、 共同住

宅、 寄宿舎又は

下宿の用途に供

する 部分を含む

建築物の当該用

途以外の用途に

供する 部分の容

積率の最低限度

は１ ０ 分の３ ０

と する 。  

 

ただし 、 次の各号のいずれかに該当する 建築物については、 こ

の限り でない。  

（ １ ） 巡査派出所、 公衆便所、 公共用歩廊その他こ れら に類する

公益上必要なも の 

（ ２ ） 鉄道施設（ 鉄道事業者が設置する 鉄道事業法（ 昭和６ １ 年

法律第９ ２ 号） 第８ 条第１ 項に規定する 施設を いう 。 以下

同じ 。）、 駅舎その他こ れら に類する 鉄道事業の用に供する

も の 

（ ３ ） 駅舎の存する 敷地に建築する も の 

（ ４ ） 公園又は道路内に設ける も の 

（ ５ ） 公共自転車駐車場 

（ ６ ） 地盤面下に設ける も の 

（ ７ ） 鉄道の高架橋（ 地区計画の決定の告示日において、 鉄道の

高架橋であっ た工作物を 含む。 以下こ の号において同じ 。）

下の部分を 敷地又は敷地の一部と し て使用する も の（ 鉄道

の高架橋下の部分の面積が敷地の過半である も のに限る 。）  

（ ８ ） 暫定的な土地利用を 図る も の 



地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の 

名称 

駅ま ち一体

牽引地区 

複合都市 

機能地区 

広域交流

地区 

も のづく り 産業 

交流地区 
核周辺地区 

Ａ 地区 Ｂ 地区 Ｃ 地区 Ｄ －１ 地区 
Ｄ －２  

地区 

Ｅ －１

地区 

Ｅ －２

地区 

建築物

の建蔽

率の最

高限度 

１ ０ 分の７  １ ０ 分の７  １ ０ 分の７  １ ０ 分の７   

建築基準法（ 昭和２ ５ 年法律第２ ０ １ 号） 第５ ３ 条第３ 項第２

号に該当する 建築物にあっては１ ０ 分の８ 、 同条第６ 項第１ 号に

該当する 建築物にあっ ては１ ０ 分の９ と する 。  

ただし 、 次の各号のいずれかに該当する 建築物については、 こ

の限り でない。  

（ １ ） 巡査派出所、 公衆便所、 公共用歩廊その他こ れら に類する

公益上必要なも の 

（ ２ ） 鉄道施設、 駅舎その他こ れら に類する 鉄道事業の用に供す

る も の 

（ ３ ） 駅舎の存する 敷地に建築する も の 

（ ４ ） 公園、 道路その他こ れら に類する も のの内にある 建築物で

市長が安全上、 防火上及び衛生上支障がないと 認めて許可し

たも の 

（ ５ ） 地盤面下に設ける も の 

（ ６ ） 鉄道の高架橋（ 地区計画の決定の告示日において、 鉄道の

高架橋であっ た工作物を 含む。 以下こ の号において同じ 。）

下の部分を敷地又は敷地の一部と し て使用する も の（ 鉄道の

高架橋下の部分の面積が敷地の過半である も のに限る 。）  

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

２ ， ０ ０ ０ ㎡ ２ ， ０ ０ ０ ㎡。  

ただし 、 暫定

的な土地利用

を図る 建築物

の敷地にあっ

ては５ ０ ０ ㎡

と する 。  

５ ０ ０ ㎡ １ ， ０ ０ ０ ㎡。  

ただし 、 暫定

的な土地利用

を図る 建築物

の敷地にあっ

ては５ ０ ０ ㎡

と する 。  

５ ０ ０ ㎡ ３ ０ ０ ㎡ 

ただし 、 次の各号のいずれかに該当する 土地については、 こ の限り でない。  

（ １ ） 土地区画整理法（ 昭和２ ９ 年法律第１ ０ ９ 号） 第１ ０ ３ 条第１ 項の規定によ

る 換地処分又は同法第９ ８ 条第１ 項の規定によ る 仮換地の指定を 受けた土地

のう ち、 所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地と し て使用する な ら

ば、 当該規定に適合し ないこ と と なる も ので、 その全部を 一の敷地と し て使

用する も の 

（ ２ ） 巡査派出所、 公衆便所、 公共用歩廊その他こ れら に類する 公益上必要な建築

物の敷地と し て使用する も の 

（ ３ ） 鉄道施設、 駅舎その他こ れら に類する 鉄道事業の用に供する 建築物の敷地と

し て使用する も の 

（ ４ ） 公園又は道路内に設ける 建築物の敷地と し て使用する も の 

（ ５ ） 公共自転車駐車場の敷地と し て使用する も の 

（ ６ ） 地盤面下に設ける 建築物の敷地と し て使用する も の 

（ ７ ） 鉄道の高架橋下の部分を 敷地又は敷地の一部と し て使用する も の（ 鉄道の高

架橋下の部分の面積が敷地の過半である も のに限る 。）  



「 地区計画の区域、 地区施設の配置、 地区の区分、 壁面の位置の制限及び壁面後退区域における 工作物

の設置の制限は、 計画図表示のと おり 」  

 

理由 別添理由書のと おり  

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

名称 

駅ま ち一体 

牽引地区 

複合都市 

機能地区 
広域交流地区 

も のづく り 産業 

交流地区 
核周辺地区 

Ａ 地区 Ｂ 地区 Ｃ 地区 
Ｄ －１  

地区 

Ｄ －２  

地区 

Ｅ －１

地区 

Ｅ －２

地区 

壁面の

位置の

制限 

建築物の外壁又はこ れに代わる 柱の面から 道路境界線（ 都市計画道路にあ っ て

は、 計画線。 以下同じ 。） 又は隣地境界線ま での水平距離は、 それぞれ計画図に示

す数値以上と する 。  

ただし 、 次の各号のいずれかに該当する も のについては、 こ の限り でない。  

（ １ ） 地盤面下に設ける 建築物又は建築物の部分 

（ ２ ） 歩行者の回遊性及び利便性を 高める ために設ける 庇、 公共用歩廊、 渡り 廊

下、 階段、 エス カレ ータ ー、 エレ ベータ ーその他こ れら に類する 建築物又は

建築物の部分 

（ ３ ） 鉄道施設、 駅舎その他こ れら に類する 鉄道事業の用に供する 建築物又は建築

物の部分 

壁面後

退区域

におけ

る 工作

物の設

置の制

限 

 壁面の位置の制限と し て定めら れた限度の線と 道路境界線と の間の

区域（ 計画図に示す箇所に限る 。 以下「 壁面後退区域」 と いう 。） に

ついては、 工作物を設置し てはなら ない。  

ただし 、 次の各号のいずれかに該当する も のについては、 こ の限り

でない。  

（ １ ） 地上から の高さ が２ ． ５ ｍ以上の部分に設置する も の 

（ ２ ） 街路灯など の照明、 緑化施設、 階段、 ベンチその他こ れら に類

する も の（ 歩行者の回遊性や快適性の向上又は地区の賑わいの

創出に寄与する も のに限る 。）  

（ ３ ） 鉄道施設又は鉄道施設、 駅舎その他こ れら に類する 鉄道事業の

用に供する 施設の管理上必要なも の 

（ ４ ） 電気事業法（ 昭和３ ９ 年法律第１ ７ ０ 号） 第２ 条第１ 項第１ ７

号に規定する 電気事業者が設置する 同項第１ ６ 号に規定する 電

気事業の用に供する 電気工作物又は電気工作物の管理上必要な

も の 

（ ５ ） 前各号に定める も ののほか、 公益上、 安全上又は管理上必要な

工作物で、 市長がやむを得ないと 認めたも の 

垣又は

さ く の

構造の

制限 

道路又は壁面後退区域に面する 垣又はさ く の構造は、 コ ン ク リ ート 造、 コ ンク リ

ート ブロ ッ ク 造、 れんが造、 石造その他こ れら に類する も の以外のも のと する 。  

ただし 、 次の各号のいずれかに該当する も のについては、 こ の限り でない。  

（ １ ） 地盤面から の高さ が０ ． ６ ｍ以下の部分又は門等の出入口の部分 

（ ２ ） 鉄道施設、 駅舎その他こ れら に類する 鉄道事業の用に供する 施設の管理上必

要なも の 


